　　　多重債務を未然に防止し消費者保護を図るための意見書

　クレジットや消費者金融を利用し返済困難に陥っているいわゆる多重債務者は、現在、２００万人ともいわれている。

　昨今、我が国では、個人の破産件数は年間２０万人程度で推移し、経済・生活苦による自殺者は年間約８，０００人にのぼる。多重債務が原因と思われる犯罪の増加などの社会問題も多発している。

　２，０００万人が消費者金融を利用し、国民１人当たり２枚以上のクレジットカードを所有している現状においては、誰もが多重債務に陥る可能性がある。

　こうした「多重債務社会」の大きな原因となっているのは、経済的・社会的弱者保護のために上限金利を定める利息制限法により無効とされているにもかかわらず、刑事罰を課されない金利（いわゆるグレーゾーン金利）での貸付である。

　よって、国におかれては、国民が多重債務に陥るのを未然に防ぐため、下記の措置を講じられるよう強く要望する。

記

１　出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下、出資法という。）第５条の上限金利（年２９．２％）を、現行の利息制限法第１条の制限金利（１５％～２０％）まで引き下げること

２　出資法及び質屋営業法における日賦貸金業者、電話担保金融、質屋に対する金利の特例措置を撤廃すること
３　貸金業の規制等に関する法律第４３条のいわゆるみなし弁済規定を廃止すること

４　脱法的な保証料徴求を禁止すること
　以上地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　　平成１８年６月３０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　豊川市議会議長　鈴　川　智　彦
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